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特別養護老人ホーム (以下, ｢特養｣ という.) は今, 従来とは異なる新しい環境のなかにある.
個々の施設が, それにどう適応していくのか, それぞれに模索を行っていることであろう. 本稿
は, そのような模索の一つとして, 施設独自のサービス評価・改善委員会を立ち上げたある特別
養護老人ホームの取り組みにおいて, サービス評価と特養における社会福祉援助に関する課題を,
主としてサービスを提供する職員の行為と, その行為が利用者に及ぼす影響とに焦点をあてつつ,
裁量概念を用いて検討するものである. そのうえで, 当該委員会の活動の可能性を提示したい.
サービス評価をめぐる圧力
社会福祉基礎構造改革の柱として据えられたのは, 福祉サービスの利用者を尊重するしくみを,
サービス供給システムのなかに位置付けることであった. そしてそれを具体化するため, サービ
スを提供する事業者に対し, 情報の公開と, 苦情への適切な対応, という二点が義務づけられた.
そしてこれらと併せて, サービス評価を行わせ, それによって利用者が, より容易にサービスを
選択することができるようにすることとなった (江草 2001, 樫岡 2000, 武居 2001).
高齢者福祉の分野では, 介護保険法の施行後, 行政による措置から契約へ, すなわち利用者の
選択による利用制度に移行したが, そこではまず, 事業者が自らサービスの評価を行うというこ
とが, 社会福祉法により求められている. そして利用者はそれまでのように行政の意向に左右さ
れることなく, 自らの評価と判断に基づいて事業者を選択する. よって事業者は, 最低基準を充
足することにとどまらず, 利用者の多様なニーズに対応することのできる質の高いサービスを提
供することを目指さざるを得ない. それを側面から支援するために, 国は, 第三者によるサービ
ス評価のためのシステムを構築することとなった.
事業者による自己評価および国による第三者評価システムと並ぶ, もう一つの福祉サービス利
用者尊重のしくみが, 苦情解決事業である. これはサービスの利用者が, 事業者と対等な立場で
契約を結ぶこと, そして対等な立場に基づいたサービスを提供されることを実際に確保するため
の仕組みである. 利用者やその家族からの苦情に対処するということは, 個々の事業者によって
従来から行われてきた. それを改めて制度化した目的は, 個々の苦情を, その一件に完結させる
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のではなく, 苦情の内容, 解決の過程と結果などを記録し, 公表し, 職員に周知することによっ
て, 施設のサービス全体の向上につなげるところにある. 苦情は, 利用者から直接的に表明され
たサービスに対する評価であり, 施設による自己評価, 第三者評価と並ぶ, 評価の柱の一つとし
て位置付けることができる.
これらを, 施設で実際に利用者に介護サービスを提供する職員の立場にたって受けとめるとそ
れは, 大きな脅威として感じられる. 自分たちの勤務する施設の管理者による評価ならともかく,
精一杯の介護を行っているところに外部から人が来て, 自分たちのサービスを, 利用者の視点で
より良いものとするために評価を行うのだということになれば, これ以上どのように頑張ればよ
いのだという思いを抱くのも無理からぬことではある. しかしながら, 職員はその一方で, 自分
たちのサービスが, 利用者にとって十分に満足のいくものとはなり得ていないということもまた,
理解している. これまでは職員の側が, 適切なサービスを提供するためにという名目の下に利用
者, すなわち, サービスを利用するという側面を評価してきたが, 今後は, サービスを提供する
職員の側, すなわちサービスを提供するという側面も評価されることをどう受けとめるか, 現場
の職員たちにはとまどいがある.
施設の概要
本施設は 1995 年に開設され, 入所者数は約 150 名である. 特養の他に, ショートステイ, デ
イサービス, ホームヘルプ, 訪問看護, 配食サービスそして在宅介護支援センターを運営する法
人の下にある. 比較的新しい施設であり, また数年前に大幅な定員増とそれに伴う職員の増員が
行われたこともあり, 開設当初から勤務する職員にも, まだまだこのサービスを始めたばかりと
いう思いがある. しかし, 開設後 7年といえばもう, 新しい施設なのでという言い訳は通用しな
い時期が来ていると言うべきであろう.
現在, 本施設では, いくつかの改革が進行中であるが, その一つが, 施設独自のサービス評価・
改善委員会 (以下, ｢評価・改善委員会｣ という.) の設置である. 委員会の構成は, 内部委員 4
名, 外部委員 3名となっており, 施設長が委員長を務める. また委員会は, 法人に設置されてお
り, 対象とするサービスは, 特養のサービスに限定されるものではない. なお, 苦情解決・第三
者委員会は別途設置されている.
施設の歩みは, 大きく変化した社会福祉のシステムとともにあった. そのようななかでも, 7
年という年月のあいだに, 仕事のやり方は職員に一応定着し, 定着したが故にさまざまな不備や
弊害も生じた. かと言って施設の特色や独自性と言うべきものがあるかと言えばそこまでには至っ
ていない. それどころか, 社会福祉の実践として, 一定の専門性を明確に主張することができて
いるかどうかを検証しなければならない段階にあると思われる.
従来, そして現在もなお, 特養に入所を希望している人は多い. 入所が決まれば ｢おめでとう
ございます｣ と本人や家族に声をかけたくなるような状況である. そのような環境で施設ならび
に職員は, 甘えを温存させ続けてきた. 苦情解決制度が導入された今でも, 頻繁に苦情を申し入
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れる家族を否定的に評する職員がいないわけではない. 利用者の多くは, 入れてもらえるだけで
ありがたいと, 不満を表明しない. しかしこれは, 不満がなかったということではない. それど
ころか, 利用者の側は, 施設のサービスに対して, あまり多くを期待していない, すなわち職員
による援助の専門性など全く期待をしていないと理解することさえ可能である. 職員は, 社会福
祉実践の理念や知識, 技術を傍らに置き忘れ, 日々の業務に漫然と取り組んできたことを真摯に
受けとめ, 自らの実践を専門職と呼ぶに値するものにしなければならない (北岡 2001). それは
本来, 職員が自発的に気づかなければならなかったはずのものであるが, 今, 評価というかたち
で, 外からの圧力として実行を迫られているのである.
社会福祉の専門性確立とサービス評価
サービスを評価するということに関しては, 社会福祉実践の専門性と切り離して考えることが
できない. 特養における社会福祉実践の専門性確立の責任はまず, 職員が実践活動のなかで果た
さなければならない. 施設によるサービスの自己評価や, 苦情の申し入れというかたちで示され
る利用者による評価と, 職員の社会福祉実践の確立とのあいだには, 関連がある. 評価は, 社会
福祉の実践活動の一部であり, 評価を実践活動の向上に役立てることは専門職者の義務である.
そこでまず, 社会福祉の援助過程における評価について, 簡単に整理をしておく.
ここでの評価は, 言うまでもないが, 事前評価 assessment ではなく事後評価 evaluation で
ある. 援助過程の最終局面には, 四つの段階がある (Hepworth et al., 1997). まず, 援助の目
的がほぼ達成されたという見通しが立ち, 終結を計画する段階, 次に, その計画に基づいて援助
関係をうまく終結させる段階, 第三は, 終結後にも援助の効果が継続するように計画する段階,
そして最後が, それまでの援助過程を包括的に評価する段階である. 評価は, 援助過程, あるい
は問題や課題に対処してきた過程の最後に位置する. 特養における評価は, 職員と施設の双方が,
利用者や費用負担者 (介護保険制度においては保険者, 被保険者, 国など) に対する説明責任を
果たすものであり, 提供したサービスが適切であったかどうか, どのような点がうまく作用し,
どのような点がそうでなかったかを検討するものである.
評価の対象には, 結果, 過程, 援助の提供者, という三つの側面がある. 結果の評価は, 設定
された援助目標が達成されたかどうか, あるいは何がどの程度達成されなかったかということを,
誰にでも理解できるかたちで表現するということである. それに対して過程の評価は, 援助者の
行ったことを利用者がどのようにとらえているかを利用者自身に問うものである. たとえば, 援
助計画 (介護保険制度下の特養では施設サービス計画) に記載されている各項目がどのように実
施されたか, 各項目は利用者にとって有効であると感じられたか, どのような点が役に立たなかっ
たか, などについて利用者からのフィードバックを受ける. そこから援助者は, 自分たちのサー
ビスによって利用者のQOLが向上したと, 結果の評価で判断していた項目について, その成果
は, 実は同室者のはげましによって得られたものであったことを知ることがあるかもしれない.
過程の評価を行うことによって援助者は, 計画設定当初には予測できないようなさまざまな要素
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が, 援助過程に影響を及ぼす可能性のあることを理解することができるようになる. 最後の援助
提供者に関しては, 前二者とは異なり, サービス提供に伴う構造的な事項を評価する. 居室のプ
ライバシーは適切に確保されているか, 食事は適切な時間に適切な温度で提供されているか, 職
員の態度は良好か, 要望はどれぐらいの時間や期間で処理されるのか, などである. またここに
は, 利用者自身のどのような言動が, 職員のどのような態度や対応を引き出したと感じたかを,
利用者に問うことが含まれる. それによって, 援助者としての職員は, 自分たちのどのような態
度や言動が, 援助項目の達成のために良い (あるいは悪い) 影響を与えたのかを知ることができ
る. これはすなわち, 利用者からの苦情を積極的に吸い上げようとするものでもある. 利用者に
よる指摘が悪意による不当なものでない場合, 指摘された事項は, 職員と施設が誠実に対処すべ
き重要な要改善項目である. 利用者からの批判に対し, 職員と施設は, 構造的な変革を実現しな
ければならない. 自分たちの気づいていなかった態度やマンネリズムに気づくことが, サービス
の向上を促進する. ただし, 利用者からの指摘は, 批判や苦情ばかりとは限らない. 利用者にとっ
て有効であった点もまた, 指摘されるであろう. それらは, 施設のサービスをより確かなものと
し, 他の利用者にも活かされていくことになる.
厚生労働省による ｢福祉サービスにおける第三者評価事業に関する報告書｣ による第三者評価
事業が行う評価の範囲と, 上記の範囲とは異なる. 第三者評価事業によって評価される範囲は,
社会福祉援助の最終局面で行われる事後評価のみならず, 援助の全過程に及び, さらには, 運営
管理に関するものも含まれている. また, 過程の評価, あるいは構造的な事項の評価に関しては,
第三者評価事業においては, 文字通り第三者が施設を訪問することによって客観的に評価をする
ことが可能な項目となっているのに対して, 上記に述べた過程・構造的事項の評価の力点は, 利
用者がどのようにそれまでの援助を捉えていたか, ということに力点を置いている.
現在特養には, 先にも述べたように, 施設自らその提供するサービスの質を評価すること, 苦
情に迅速かつ適切に対応するための窓口を設置する等必要な措置を講ずること, という二つが求
められている. 現場の介護職員には, 社会福祉の専門職として, 利用者との出会いから終結に至
る援助過程と, その各段階において自ら行うべき評価, 施設が事業者として行うサービス評価,
現場→施設の管理者→第三者を含む苦情解決委員会へと段階を経て処理される苦情, そして近い
将来導入される第三者評価事業に示された項目, などそれぞれの相互関係や相違を理解すること
がまず必要となる. それによって職員は, 自らの位置を適切に把握し, 利用者との対等な関係の
基礎を築くことができる.
施設内における評価活動の役割
ここで確認しておかなければならないことは, 利用者を評価するということは, 利用者の人間
性を評価するものではないという援助の原則と同様, サービスの評価は, サービスを提供する者
の人間性を評価するものではないということである. 評価というと, 自らの社会福祉実践を自ら
が評価する場合は別として, それが施設において行われる, サービスの内部評価としての自己評
社会福祉論集 第 108 号
34
価であっても, 管理的な地位にある職員はともかく, 介護職員の間にはやはり, 不安や恐怖が存
在する. このような不安や恐怖は, 評価について理解すると同時に, 専門職としての自分たちの
役割とサービスの実態, すなわち, 自分たちが毎日実際に何を行っているのかを理解することに
よってしか解消されない. 本施設の介護職員に, 自分の仕事についての感想を求めると, よく聞
かれる答えがある. それは, 業務に流されている気がするというものである. 業務に流されてい
るとはどういうことなのかとたずねると, 何かもっとやるべきこと, できることがあるような気
がするという答えが返ってくる. しかし, ではそれはどのようなことなのかと問いかけると, 明
確な答えは得られない. 彼らの不安は, もし誰かが自分の仕事を評価するとすれば, 最低限必要
なことしか行っていないという (低い) 評価を受けるのではないかというところにあるように見
える. しかし, 法律や設置基準による最低限のレベルということは, 彼らの意識にはない. ただ
施設の管理者によって定められた日課と業務内容とがあるだけである. 人を援助する専門職者と
しての役割は, そのような日課による業務以上の援助内容を, 主体的に構築しなければならない
ということを, 彼らは, 自覚はしていても実施にまでは至っていないのである.
一方, 評価・改善委員会の役割は, 全体的なサービスの向上に寄与するということであるが,
それをもう少し具体化しておく必要がある. 役割の第一は, 職員が上記のような自らの役割とサー
ビスの実態を理解したうえで, 利用者に対する援助の内容を評価すること, 施設が組織としてサー
ビス内容を評価すること, 苦情その他による利用者からのフィードバック, という評価の三つの
側面が, 総合的に効果を生んでいくよう, それらを繋ぐ機能を果たすということであろう.
特養のサービス評価に関しては, 都道府県レベルによる施設福祉サービス評価事業があり, 介
護保険制度創設後は, NPO法人による福祉オンブズマン活動が各地で行われるようになり, そ
れらを導入する施設も珍しくなくなった. またこれらのオンブッズ活動については, 外部の
NPO 法人等に委託せず, 施設独自に制度を立ち上げているところもある (高塚 2001). 本施設
の評価・改善委員会は, この施設独自に設置された ｢オンブッズ・オフィス｣ という性格を持つ.
外部のNPO法人によるオンブッズ活動は, 結果的に施設サービス全体の向上に寄与するとして
も, 基本的には利用者の個別的な苦情の解決をその目的としている (石田 1999). その意味で,
利用者のエンパワメントに主たる焦点をあてていると言える. これに対して本施設の評価・改善
委員会は, 利用者のエンパワメントにとどまらず, 職員のエンパワメントも視野に入れていこう
とするものである. 委員会は, 内部委員と外部委員から成るが, 外部委員は, 利用者の利用者代
表と地域代表, そして本施設の元職員によって構成されている. そして実際の評価活動は, 主と
して元職員である外部委員によって行われ, 定期的に全体委員会に対して報告を行う. また, 利
用者代表を通じて, 苦情解決委員会とも密接な関係を持つことになる. ただし, 苦情解決委員会
設置後の経過からすると, 実際に苦情が発生した場合, 実質的な解決はやはり, 施設の管理者に
よってしかはかられない. その意味で, 施設設置の苦情解決委員会の果たす役割は, 限られたも
のとならざるを得ない. 施設が具体的な解決策を提示しても利用者が納得できない場合, その苦
情は行政による解決システムに委ねられる. このような経験をふまえると, 評価・改善委員によ
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る活動は, 職員による専門的な援助が, 個々の利用者に対して適切に行われる状態が作り出され
ているか, という施設サービスの最も基本的な視点にもとづいて行われるべきであるという考え
にたどりつく. それによって, 苦情に至るまでの不満への対処を含め, 職員による社会福祉援助
の過程のなかで利用者をエンパワメントすることができる可能性が開けてくるとともに, 評価の
対象の三側面が総合される基盤が構築される.
そして利用者のエンパワメントとともに, 現場の介護職員の不安や恐怖の克服, すなわち職員
のエンパワメントをはかる必要がある. 職員のエンパワメントは, 組織の内部におけるスーパー
ビジョンの機会の確保によって, まずは行われなければならない. しかしながら, 少なくとも本
施設の現状では, 個々の介護職員が施設内スーパービジョンによって専門職性を向上させていく
ことは容易ではない. その不十分な部分を評価・改善委員の活動によって補い, 実益に繋げてい
くことが, 役割として期待されている.
では具体的に評価・改善委員会自体は, 何に焦点をあてて活動を行うことになるのか. その鍵
となる概念が, 裁量である. 職員には, 業務をこなすことは最低限のサービスを行っていること
に過ぎないという認識があり, 良いサービス, 質の高いサービスを行っていると評価されるため
には, 業務をこなす以上のことが必要であるとも感じている. この, 必要最低限の業務と良質の
サービスとをつなぐものが裁量ではないだろうか.
介護サービス現場における裁量
裁量については, 行政法学ならびに行政学において詳細な研究が行われており (田村 1967,
西尾 1974), 社会福祉に関する検討も, 生活保護行政を中心として議論が行われてきた (星野 19
85, 神長 1993, 嶋貫 1994). それは, ケースワーカーによる裁量が, 被保護者の生活の内容を実
質的に決定するものであること, そして裁量なしに生活保護業務は成立しないこと, 保護を必要
とする人々も裁量の存在を知っていること, そして保護を求める者は, 少しでも有利な保護内容
を獲得するためにケースワーカーと対峙しなければならないこと, 等々によるものである. これ
らは, 特養に入所している人々に対しても同じようにあてはまる. ただし, 生活保護のケースワー
カーの場合, 各方面からの批判もあり, 裁量の存在を認識している, すなわち自分たちが裁量を
行っているという自覚があると思われるのに対して, 本施設の現状において, このような自覚を
持つ介護職員は多くないように思う. 介護サービスの現場では, 少なくとも理念としては自己決
定の尊重がうたわれ, 個々の職員もそのことは意識をしている. そのため, 実際の業務がさまざ
まなかたちの裁量に満ちているにもかかわらず, 職員は, 何かしらの後ろめたさを感じつつも,
自分たちが実際何を行っているかということを明確には認識できないままになっているようにみ
える.
介護サービス現場における裁量とはどのようなものか. 裁量とは基本的に, 何かを選ぶことで
ある (Handler 1992). その対極には, 厳密なマニュアルに基づくサービスが存在することにな
る. 厳密なマニュアルがサービスのすべてを導き出すのであれば, 個々の職員に選択の余地はな
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い. ところが, 実際にはそのようなことはあり得ない. 裁量はまた, 食事, 排せつ, 入浴, といっ
た単位で生じるのではない. 細かい話になるが, スプーン一杯の量, 一度に使うトイレットペー
パーの長さ, シャンプーの量, スプーンを運ぶ間隔, 手を洗う時間, 頭を拭く力加減, などに及
ぶ. その総和が, 業務やサービスという一言で表現されるのである. 食事のメニューが数種類か
ら選択できるようになっているからといって, 介護職員の業務に流されているという思いが解消
されるかというと, それは一概には言えないし, たとえ本施設の食堂がファミリーレストランと
同等のメニューを揃えたとしても, 介護職員が食事介助のさいに行う裁量は, 決してなくならな
い.
職員が, 裁量権を広範囲に握っていれば, それだけ仕事における意志決定の自由度が大きくな
る. そして同時に, 仕事のやり易さとして実感されると考えるのが普通である. ところが, 本施
設の職員が, それほどの自由度を感じているかというと, 決してそのようには見えない. それど
ころか, さまざまな意志決定の制約を感じていることが, ｢業務に流されている｣ ということば
にやはり表現されているように思える. 裁量は, 法律, 規則, マニュアルなどに沿った行為とい
うかたちをとりつつ, 行使される. 職員はそこで, 規則やマニュアルに縛られていると感じ, 裁
量というかたちの選択を広く行っているとは感じない. ところが利用者の目から見ると, 法律や
規則の存在はかたちだけのもので, 目の前に展開されるのは, 職員の裁量による行為でしかない
のである.
ただし裁量は, 介護の現場において避けられないものであると同時に, なくてはならないもの
でもある. 裁量があってこそ, 援助の個別化が可能となる. しかし裁量は, やり過ぎても, また
足りなくても, 利用者に不利益を与える. 法律や規則ですべての介護サービス行為を詳細に規定
することができない以上, 裁量がなければ, 職員は利用者の個々のニーズに合致したサービスを
提供することができない. たとえばホームヘルプなどで, 契約内容に文書として明記されていな
いからといって, たまたまその日に利用者が必要とする行為を, 記載されたサービスに付随させ
て行うことが一切できないなどというようなこと (野口 2002) は, あってはならないことであ
る. 裁量によって, 利用者のニーズに, より適切に応えることができるが, 同時に, 裁量によっ
て, 利用者のニーズ充足要求をことごとく無視することもまた可能なのである.
裁量と交渉
職員は, 自らをサービスを提供する者, 利用者を, それらのサービスを受領する者として捉え
る. しかしながら, 利用者が, ただサービスを受け取るだけの存在であるなら, 職員の側に, 現
在のような, 利用者に対する後ろめたさは生じて来ないはずである. その後ろめたさとは, 日課
や業務に追われて, 利用者の訴えを十分に受けとめることができていない, という思いである.
サービスの受け手である利用者は実は, この訴えによって, 職員に交渉を仕掛けているのである.
職員の感じる後ろめたさは, 要求や要望に応えていないという思いとして捉えられるが, それ
は, この仕掛けられた交渉に応じていないということでもある. 要求や要望に応えることと, 交
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渉に応じることとを比べると, 少なくとも本施設の職員と利用者の場合, 相対する両者の関係に
違いがある. 現状では, サービスのやりとりにおいて, その方向は職員から利用者への一方にし
か向っていないように見える. そこでの両者の関係はやはり, パワフルな職員とパワレスな利用
者との関係であり, 要求や要望に応えることでしかない. 要求・要望に応えるのではなく, 交渉
に応じることができれば, 両者の関係が対等なものとなるための条件が一つ整うことになる.
しかし交渉に応じただけで, 職員と利用者とのあいだに対等の関係が成立するわけではない.
裁量によって, 利用者のニーズに適切に応じることができるとしても, それは, 利用者が交渉を
行うことができる場合に限られる. 利用者が職員に対してパワレスであれば, 交渉は成立しない.
職員が交渉に応じない場合, 利用者のパワーは最低のレベルにあると考えられる. 職員が交渉に
応じる場合は, 利用者の側が交渉を仕掛けるだけのパワーを保持しているのである. 両者のあい
だに交渉が真に成立するだけのパワーを, 本施設の利用者は, 残念ながら一部の人々を除いては
持ち合わせていない. もともと十分に持っていたパワーを, 入所後に職員が奪ってしまったとは
思わないが, 利用者は, 何らかの理由で他者の支援を必要とするに至った時点から, 特養への入
所, そして現在に至るまで, 徐々に無力化されていったのであろう. 心身の障害によって他者の
支援なくして日常生活を維持することのできない特養の利用者は, 職員に依存せざるを得ない.
介護保険制度への移行に伴い, 契約を媒介として利用者と施設や職員とは対等の関係となったは
ずであるが, 誰かに依存する存在は, 他の条件が同じであれば, その相手と同等のパワーを維持
することはできない. そこには, 対等に渡り合う交渉は成立しない. 対等な関係による真の交渉
を成立させるためには, 職員がまずこのような利用者との関係を理解するとともに, 両者の関係
を均衡させる何らかの仕組みがなければならない.
裁量の具体的な行使
業務のマニュアルを詳細に定めることによって裁量をなくそうという試みは, 非現実的である.
そうしたところで, 裁量は決してなくならない. 業務の手順や判断基準が定められることによっ
て, 一定の客観的なサービス評価が可能になるかもしれないが, 裁量がなくならない限り, 利用
者一人ひとりを尊重するという援助の立場からすれば, そのことにどれだけの意味があるのか疑
問である. 職員と利用者との力関係を均衡させるためには, 利用者を有効に交渉の場に立たせる
ことを考えた方がよい. そのためには, 利用者を無力化するような裁量は, どのようなかたちで
行使されるのかを検討する必要がある.
特養の現場では, 職員が利用者のニーズに対応できない場面が発生する. 本施設には, 日課が
設定されている. 食事の時間, 入浴の日など, 日々の生活は, 日課とともに過ぎていく. もちろ
ん, 今は食べたくないので後で食べる, ということを申し出ることは可能である. しかし決めら
れた時間より 1時間早く食事をとりたいと申し出ても, すぐには対応できないであろう. ここに,
職員と利用者の力関係を象徴する場面を見ることができる. 行為の基準が比較的明確である場合,
職員と利用者双方が, 一定の力を互いに行使することができる. 職員は決められた時間に利用者
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に食事を提供するが, 利用者の特段の要望がなければ, 利用者のその日の食欲が配膳の度に問わ
れることはない. 職員には, 利用者の生命維持のために食事を提供する義務があり, それによっ
て利用者に食事を ｢させる｣ ことが正当化される. しかし, 利用者の側が無力なわけではない.
食事の時間が決められていることから, その時間に食事が提供されない場合, 利用者は遠慮なく
その提供を要求することができる. ｢ごはんはまだ？｣ という催促は, 利用者にとっては, 最も
発しやすい要求の一つである. それに対して, 食事に関するそれ以外の要求は, 極端に少なくな
る. ｢もう少し～してもらえないか｣ ということばはほとんど聞かれない. すなわち, 日課は,
当然ながら利用者にも周知されているため, 利用者は容易に不服を申し立てることができるが,
それより細かい要求に関する部分には明確な基準がないため, 利用者は, どのように要求を伝え
たらよいのかわからない. 日課に従って, 職員は利用者に食事をとるという行為を ｢させる｣ こ
とができるが, 同様に利用者の側も日課の大幅な変更を伴うものではない限り, 食事を提供 ｢さ
せる｣ ことができる. ところが, 日課に明文化されていないものについては, 職員の裁量が格段
に大きくなり, 利用者は無力化される.
利用者の無力化の程度は, 職員の持つ裁量の大きさと比例する. 食事, 入浴, 排せつという三
大介護の基本的な部分については, かなり個別に対応されている. しかしそれ以外のことについ
ては, 利用者の持つニーズにどの程度応えるかは, 施設と職員の側の判断次第となる. そのため,
場合によっては, そのようなニーズの存在さえ, 職員は無視することが可能となる (Handler 19
92). 本施設においても, 利用者一人ひとりに対応すると言いながら, 三大介護以外の, 利用者
の生きがいに関する支援などの個別化は, 後回しになりがちである. 確かに, 特養の職員は忙し
い. その忙しさの傍らで, 利用者の無為に過ごす姿がある. また, 三大介護についても, 個人の
嗜好に近いものになるほど, その要求は無視されやすい. 摂取カロリーに制限のある利用者が,
非常に甘いものが好きな場合, 医療的なニーズと利用者の嗜好の両方を満足させる方法がないわ
けではないにもかかわらず, 医師の指示が出ているからという一言で, コーヒーに砂糖を入れな
いというようなことが行われ, 利用者も仕方なく納得するというようなことがあるとすれば, そ
こでは, 職員が利用者の要求に応えられていないだけでなく, 職員による利用者の要求の形成
(Handler 1992) さえ行われていることになる.
特養では, 職員と利用者が, このような強者と弱者の関係にあることが少なくない. それどこ
ろか, 日々の介護行為のほとんどにそのような関係が存在していると言ってよい. このような関
係では, 職員に対する利用者の力は圧倒的に弱く, 不満は表明されない. それなら, 職員の力を
弱め, 不満が表明されるようにすればよいということになるが, そう簡単ではない. まず, 不満
が表明されていない以上, 表明されていない不満があるということを ｢証明｣ することが容易で
ない. そして, 不満が表明されないため, 職員もまた, 利用者の望んでいることを行っていると
思いこんでしまう可能性が高い. また不満が表明されない理由についても, そこに様々な要素が
関係している. たとえば, 利用者の側が持つ情報の量が, 職員に比べて少ないこと, そもそも,
利用者が十分な情報を得ることができるような仕組みになっていないこと, といった情報のコン
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トロールに関するものもあれば, 利用者が従属的な地位を内在化させてしまっているといった,
抑圧状態への適応に関するものもある. どの要素が, どの程度その人を無力化させているかは,
それぞれに異なる. ただし, 日常生活動作の多くを職員に依存しなければならない利用者が, 沈
黙の文化 (Freire 1985) を作り出し, 職員の行為を正当化し, 自らの非力を意識化しにくくし
ていることは確かである.
参画の仕組み
このような現実においては, 利用者と施設・職員との関係は, 決して均衡しない. 均衡のため
には, 交渉の基盤が必要であり, 交渉の基盤を整えるためには, 利用者の参画が必要となる. で
は職員はどうすれば利用者をもっと積極的に, 援助過程に参画させることができるのかというこ
とであるが, 何よりもまず, 利用者が沈黙しているという事実を, 無視することなく認めること
から始めなければならない. これは, 社会福祉の援助過程を, その最初の段階から見直す作業に
他ならない. 特養では, 食事はおいしいですかとたずねても, よほどのことがない限り, 否定的
な回答は得られない. 70 年, 80 年と生きてきた普通の人間が, 他人の手になる食事のすべてに
満足しているなどということは, 考えられない. しかし利用者にとっては, 多少自分の口に合わ
ないぐらいのことは, 不満として申し入れるべきことではないのであり, 職員の側も, 利用者す
べての味覚を十二分に満足させることなど不可能であると思いこんでいる. 確かに, その程度の
ことを許容するのが, 成人たるものであると言えばそれまでであるし, 家族が作る食事とて口に
合わないこともある. ここで課題とされなければならないのはそのようなことではなく, 食事に
関して利用者が不満足を少しも表明せず, 口に合わないものは黙って残飯として処理をするとい
う, 特養においても病院などにおいてもよく見られる行為が, どのようにして形成されるに至っ
たかということを, 検討する必要があるということである. 入所者の個人ファイルを見ると, 入
所のさいに利用者や家族から, 食事について聞き取りをしている. そこには, アレルギーの有無,
好物, 嫌いなもの, 嚥下能力と食物の形状, などについて記載されているが, その人のこれまで
の ｢食｣ について, すなわちその人の文化の一部については, ほとんど触れられないままに終わっ
ている. そこには, 特養は集団生活の場であり, 利用者はある程度集団生活の規範に自己の規範
を修正して適応させなければならないという了解が, 職員の側にある. それを無言の裁量によっ
て, 施設での生活の細部において強制し, 施設における生活なるものを形成するとともに, 利用
者の行為をも形成していくのである.
利用者が沈黙を解き, 利用者の参画が実現されるためには, 職員の側に, 利用者の望んでいる
ことを行っていないという認識, 職員の思うことを利用者にさせているという, ｢なんとなく｣
の後ろめたさ以上の認識が必要である. そのためには, 職員が利用者の意志やニーズを理解して
いなくてはならない. そこではじめて, 職員は利用者が, 満足はしていないけれど仕方がないの
で我慢しているということを感じるだけでなく, 理解することができ, ここに, 利用者による一
定の参画, すなわち不満の表明が生じる基盤ができる. そのために必要なのは特別なことではな
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く, 適切な事前評価であり, 基本に沿った社会福祉の援助過程の確実な実行である. サービスの
事後評価において高い評価を得るためには, 優れた事前評価をまず行わなければならない. それ
によって優れた専門的援助が実施されれば, 利用者を確実にエンパワーするとともに, 職員の志
気を高め, サービスをもまた大きく向上させる.
評価・改善委員の今後の活動にあたって
特養サービスの個々の行為すべてに裁量が伴っているということであれば, 介護職員の仕事に
対する評価は, 個々の裁量の適否を判断することになる. しかし評価・改善委員は, 排せつや入
浴介助の現場に個々に立ち会うことはおそらくない. 実際の活動としては, 観察可能な行為に関
しては直接に裁量の実態を評価し, 観察できないものに関しては裁量の実態を念頭に置きつつ利
用者から ｢ことば｣ を引き出していくという方法をとらざるを得ない. この点で, 評価・改善委
員の活動には, 職員と同等以上の専門的な能力が必要となる. 委員の適切な人選はもちろんのこ
と, その能力の維持・向上のためには, まずは委員個人の自己啓発に期待するとともに, 施設に
よる一定の支援も検討されてよい.
評価・改善委員会の性格は, 第三者評価事業による評価, NPO 法人などによって実施されて
いるオンブッズ活動, 苦情解決などの持つ性格を, 総合的に併せ持ったものとなると考えられる.
そこには, 職員のみによる専門職者の義務としての評価活動には存在しない外部の目が, オンブッ
ズ活動などにはない内部の目と共存することになる. 利用者にとっては外部の目として, 職員や
施設管理者にとっては, 外部であると同時に部内者としての側面を色濃く持った機関として認識
される. 介護職員に関しては, 主任や副主任といった階層の人々にとっては内部の目としての認
識が強く, ラインの介護職員には外部の目として認識されている. ただし, 先に述べたように,
この評価・改善委員の活動は, 利用者のためのオンブッズ活動にとどまらず, 職員と利用者, な
らびに職員と施設管理者とを繋ぐ機能を果たすことも視野に入れている.
内と外の両方の目を併せ持っているという点は, この評価・改善委員会の持つ利点である. こ
の利点が最もよく発揮されるのは, 委員会がその内部の目を活かし, 単なる橋渡しにとどまらな
い, 実現可能な解決策を具体的に提示する場合であろう. 専門家によるサービス評価である第三
者評価事業にしても, 市民活動としてNPO法人等によって行われるオンブッズにしても, 施設
の介護職員にとっては全くの部外者であり, 職員によっては侵入者として認識される場合もない
とは言えないだろう. また, そのようなオンブッズ活動は, 利用者をエンパワーすることはでき
ても, 職員を直接エンパワーすることは容易にはできない. それに対して本評価・改善委員会は,
介護職員に対する批判的な存在としての側面は皆無ではないものの, 支持的な存在として受け入
れられるよう, 周知がはかられている. そして同時に利用者にとっては, 入浴や排せつの介助に
は携わらない者, すなわち外部者として, 職員と自分たちとの力を均衡させる貴重な存在となる.
実現可能な解決策を提示することで, 利用者には実益を与え, 職員には成功を体験させて, 両者
をエンパワーするのである.
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特養には, 誰でも自由に出入りができることにはなっている. しかし, 少なくとも本施設にお
いては, 利用者と職員の他に特養を訪れる人といえば, 家族, 実習生, ボランティア, そして予
約を取っての, あるいは入所に先立っての見学者で, その他にはほとんどいない. また, 頻繁に
訪れる家族を持つ人はごく少数である. 面会を期待することのできる家族を持たない人も少なく
ない. 職員がいくら ｢不満や要望があれば遠慮なく｣ と利用者に言ったところで, 利用者から不
満や要望が正直に表明されることはほとんどないと言ってよいのが現状である. 施設管理者にも
介護職員にも, 利用者に不利益を及ぼそうなどという意図が全くないにもかかわらず, 利用者か
らはやはり ｢江戸の敵を○○で｣ ということばが出てくる. かといって, それを言う利用者が本
気でそう思っているかといえば決してそのようなことはない. 不満もあるけれども, ひどいと文
句を言うほどでもない. 声高に言うほどのことではなくても, 心から満足というにはほど遠いと
いうところである. 評価・改善委員は, 職員には言えないこと, 言うべきではないと思うこと,
それでも誰かに言いたいことを言える存在として, 既に利用者からは受け入れられはじめている.
措置から, 契約を基本とする利用形態に移行したとはいえ, 利用者の権利意識も, 職員による利
用者の権利の認識も, まだまだ希薄である. 評価・改善委員には, 利用者の権利意識を啓発する
こと, その権利に対して積極的に関与することが求められる. そして, 利用者が自らの本音を職
員に伝え, あるいはそれが評価・改善委員により代弁され, その一方で, 職員の不満や不安に対
するサポートが同時に行われることで, 職員の利用者理解が促進され, 援助活動の質を向上させ
ることができる. 職員の力量が真に向上することは, 職員が利用者をエンパワーする能力が向上
することを意味する. 両者共にエンパワーされることによって, その関係は対等に近づいていく
と考えられる. 利用者, 職員, 評価・改善委員, 三者が, 互いに実益を得るような, 具体的かつ
実現可能な解決策に結びつく活動を展開していくことが, 評価・改善委員に期待される.
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